
サイロ 構築物 9¶337¶440円 ※１

電話加入権 電話加入権 35¶800円 ※２

計 15¶419¶508円

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額
（※） 時価（※） 差額（※）

現金及び預金 1¶457¶759¶755円 1¶457¶759¶755円 0円

未払金 （768¶616¶375円） （768¶616¶375円） 0円

９．重要な債務負担行為

契 約 内 容 金 額 摘 要

奥羽牧場繁殖牛舎新築工
事

158¶434¶620円 重要な債務負担行為には、当期契約を締結
したもののうち、実際の支出の全部又は一部
が翌期以降になるものを記載しております。
なお、契約金額は施設整備費補助金で手当
てされております。

附 属 明 細 書
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{ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失
累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 892¶638¶409 23¶960¶340 ` 916¶598¶749 322¶234¶416 47¶480¶330 ` ` ` 594¶364¶333

構 築 物 383¶899¶832 29¶077¶408 ` 412¶977¶240 159¶045¶269 23¶559¶334 ` ` ` 253¶931¶971

機 械 及 び 装 置 1¶492¶199¶405 87¶870¶300 15¶342¶559 1¶564¶727¶146 1¶211¶444¶613 144¶819¶658 ` ` ` 353¶282¶533

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 車 輌 運 搬 具 305¶316¶330 4¶453¶485 876¶603 308¶893¶212 280¶013¶195 21¶008¶673 ` ` ` 28¶880¶017

工 具 器 具 備 品 896¶677¶696 7¶281¶802 23¶902¶052 880¶057¶446 736¶411¶927 81¶086¶793 ` ` ` 143¶645¶519

家 畜 808¶708¶631 277¶674¶541 256¶133¶990 830¶249¶182 253¶648¶167 122¶227¶212 ` ` ` 576¶601¶015

計 4¶779¶440¶303 430¶317¶876 296¶255¶204 4¶913¶502¶975 2¶962¶797¶587 440¶182¶000 ` ` ` 1¶950¶705¶388

建 物 21¶721¶377¶307 51¶263¶797 49¶212¶374 21¶723¶428¶730 12¶131¶060¶385 865¶938¶821 2¶370¶508 ` 2¶107¶252 9¶589¶997¶837

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 構 築 物 4¶069¶664¶906 93¶415¶122 15¶402¶890 4¶147¶677¶138 2¶751¶839¶147 238¶967¶861 13¶276¶456 ` 13¶276¶456 1¶382¶561¶535

計 25¶791¶042¶213 144¶678¶919 64¶615¶264 25¶871¶105¶868 14¶882¶899¶532 1¶104¶906¶682 15¶646¶964 ` 15¶383¶708 10¶972¶559¶372
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※１ 正味売却価額により測定しており、正味売却価格から処分費を控除して０円として算出し
ております。

※２ 正味売却価額により測定しており、正味売却価格から処分費を控除して2¶000円として算
出しております。

６．金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期の預貯金に限定しており、他の資金運用は行っておらず、
デリバティブ取引も行っておりません。
また、機械及び装置、工具器具備品、ソフトウェアの一部は、ファイナンス・リース契約によ
り使用しております。

（※） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
~ 金融商品の時価の算定方法
{ 現金及び預金
期末の預貯金は全て要求払い預金であるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳
簿価額を時価として記載しております。

| 未払金
短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額を
時価として記載しております。

７．賃貸等不動産関係
当法人は、保有する不動産の一部について賃貸契約を締結しておりますが、賃貸不動産総額の重
要性が乏しいため、注記を省略しております。
８．資産除去債務
当法人は、一部の土地について賃貸借契約を締結しており、当該借地上の建物等につき賃貸借契
約非更新時の原状回復義務を有しておりますが、当該債務に関連する土地の賃貸借契約を更新しな
い予定はなく、中期計画等においても建物等の移転又は取壊しは予定されておりません。このため、
資産除去債務を合理的に見積もることができず、当該資産に見合う資産除去債務は計上しておりま
せん。

10．独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
当法人は、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）によ
り平成26年４月を目途に成果目標達成法人として独立行政法人種苗管理センターと統合することと
されておりましたが、「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月24日閣議決定）において当面
凍結され、独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組むこととされており
ます。
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